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災害廃棄物の処理における労働安全衛生対策に係る発注者の配慮等について 

 

 

 東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に当たっての労働安全衛生対策につ

いては、平成 19 年４月２日付け環廃対発第 070402002 号「災害等廃棄物処理事業費

の国庫補助について」の別紙「災害等廃棄物処理事業費国庫補助金交付要綱」にお

いて、「当該災害等廃棄物処理事業は、従事者の労働安全衛生に係る関係法令等を

遵守した上で行わなければならないものとする。」とされているところですが、こ

れまでに労働基準監督署等が安全パトロールを行った結果、災害廃棄物の処理に際

して、防じんマスクが着用されていない等、安全衛生対策が不十分である状況が散

見されたところです。 

 災害廃棄物処理においては、労働者のみならず被災した住民やボランティア等が

作業に従事することが想定されるところであり、また、災害廃棄物の中にはアスベ

スト等の有害物質が含まれる可能性もあることから、作業者に対する安全衛生教育

等の徹底に加え、災害廃棄物処理の際に発生する粉じんのばく露防止対策として有

効なマスクの着用が必要となります。 

 発注者による労働者の安全衛生面への配慮は労働安全衛生法（昭和 47 年６月８日

法律第 57 号）第３条第３項において定められており、また、厚生労働省が平成 19

年 3 月 22 日付けで発出した基発第 0322002 号「建設業における総合的労働災害防止
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対策の推進について」においても、発注者の実施事項を下記のとおり示していると

ころです。 

つきましては、貴職におかれては、これら発注者の果たすべき役割に御留意の上、

貴管下市町村が安全衛生の確保に十分配慮した発注を行うとともに、災害廃棄物処

理を行う事業者に対して適切な指導を行うよう、市町村へその徹底に御協力をお願

いいたします。なお、市町村から事務委託を受けた場合、貴職におかれても同様の

御配慮及び御指導をお願いいたします。 

 また、岩手、宮城、福島の３県については、建設業に新規に参入する労働者が多

数見込まれるところ、当該労働者に対する安全衛生教育については、厚生労働省が

建設業労働災害防止協会への委託事業として実施している「東日本大震災に係る復

旧工事安全衛生確保支援事業」により設置された「支援センター」において、安全

衛生の専門家による支援を受けることが可能ですので、併せて貴管下市町村及び事

業者に対して周知くださいますようお願いいたします。また、３県以外についても、

教育の実施に当たって教材等が必要な場合には、建設業労働災害防止協会にお問い

合わせください。 

 

記 

 

平成 19 年 3 月 22 日付け厚生労働省基発第 0322002 号「建設業における総合的労働

災害防止対策の推進について」別紙１建設業における総合的労働災害防止対策 別

添１「建設業における安全衛生管理の実施主体別実施事項」 のうち発注者の実施

事項（抜粋） 

区分 実施事項 

発注者 １ 施工時の安全衛生の確保に配慮した工期の設定、設計の実施等 

２ 施工時の安全衛生を確保するために必要な経費の積算 

３ 施工時の安全衛生を確保する上で必要な場合における施工条件の明示 

４ 適正な施工業者の選定及び施工業者に対する指導 

５ 分割発注等により工区が分割され複数の元方事業者が存在する工事の発注者にあ

っては、次の事項 

（１）個別工事間の連絡及び調整 

（２）工事全体の災害防止協議会の設置 

６ 入札参加者指名時における安全成績の優良な業者の選定及び労働安全衛生マネジ

メントシステム等自主的な安全衛生活動の取組を評価する仕組みの導入。 

 

 

（参考：労働安全衛生法第３条第３項） 

 建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、工期等について、安全で衛

生的な作業の遂行をそこなうおそれのある条件を附さないように配慮しなければならない。 

 




